
 

国 保 税 条 例 改 正 の 要 旨 
 

 

 （特例対象被保険者等に係る申告） 

第２０条の２ 

  マイナンバーを活用した情報連携の実施に当たり、特例対象被保険者の届出の

事務について、当該書類の提示が不要となったため、所要の規定の整備をするも

の。

７ 



富士見市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第１号）新旧対照表 

新 旧 

（特例対象被保険者等に係る申告） （特例対象被保険者等に係る申告） 

第２０条の２ （略） 第２０条の２ （略） 

２ 前項の申告書の提出に当たり  、当該納税義務者は、

雇用保険受給資格者証（雇用保険法施行規則（昭和５０年

労働省令第３号）第１７条の２第１項第１号に規定するも

のをいう。）その他の特例対象被保険者等であることの事

実を証明する書類の提示を求められた場合においては、こ

れらを提示しなければならない。 

２ 前項の申告書を提出する場合には、当該納税義務者は、

雇用保険受給資格者証（雇用保険法施行規則（昭和５０年

労働省令第３号）第１７条の２第１項第１号に規定するも

のをいう。）その他の特例対象被保険者等であることの事

実を証明する書類                                    

   を提示しなければならない。 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的

年金等控除額（年齢６５歳以上の者に係るものに限る。）

の控除を受けた場合における第１９条の規定の適用につい

ては、同条中「総所得金額」とあるのは、「総所得金額（所

得税法                          第３５条第３項に規定

する公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号

の規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額

によるものとする。）」とする。 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的

年金等控除額（年齢６５歳以上の者に係るものに限る。）

の控除を受けた場合における第１９条の規定の適用につい

ては、同条中「総所得金額」とあるのは、「総所得金額（所

得税法                          第３５条第３項に規定

する公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号

の規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額

によるものとする。）」とする。 

 


